
 

長野県環境影響評価条例の改正ついて 

 
㸯 条例改正の必要性 

㸦㸯㸧本県࡛ࠊࡣ長㔝県環境影響評価条例㸦以ୗࠕࠊ条例 法ࠕࠊ環境影響評価法㸦以ୗ㸧ࠋいうࠖ 㸧ࠋいうࠖ

ᖹ成ࠊࡀࡿあ࡛ࢁこたࡁ࡚ࡗ運用を図࡞一体的ࡢ環境影響評価制度ࡾࡼ 「5 ᖺ㸲月㸯日改正法ࡀ  

施行さࢀ新た࡞組みࡀ導入さࢀたこࠊࡽ条例ࡘい࡚ࡶ所要ࡢ改正を行う必要ࡀあࠋࡿ 

㸦㸰㸧リニア中央新幹線ࡢ環境影響評価࡛ࡣ関係都県市連携しࡽࡀ࡞手続を進ࡵたࠊࡀ法対象事業対すࡿ

条例ࡢ適用等ࡢ規定࠾い࡚ࠊ都道府県比較し࡚不十ศ考えࡿࢀࡽ点ࡀ明ࡗ࡞ࡽたたࠊࡵ条例

 ࠋࡿあࡀ見直しを行う必要ࡢ規定ࡢ

㸦㸱㸧大規模太陽光発電事業࡞従来ࡣ想定し࡚いࡗ࡞た種類ࡢ事業ࡿࡼ大規模࡞開発ࡀ行わࠊࢀ森林ࡢ

伐採等伴う環境へࡢ影響ࡀ懸念さ࡚ࢀいࡿたࠊࡵこうした社会状況ࡢ変化等適ษ対応すࡿこࡀ 

可能ࡼࡿ࡞うࠊ条例ࡢ対象事業ࡢ種類や規模ࡢ見直しを行う必要ࡀあࠋࡿ 

 
㸰 主࡞検討内容 

㸦㸯㸧法改正伴う対応 

項  目 備 考 

ձ 計⏬段階環境配慮書手続ࡢ導入 「1都道府県1ࠊ「市࡛導入済 

ղ 方法書࠾けࡿ要約書ࡢ作成及び説明会ࡢ開催ࡢ義務化 条例ࡢ規定࡞ࡣいࡀ実施 

ճ 環境影響評価図書ࡢ電子縦覧ࡢ義務化 条例ࡢ規定࡞ࡣいࡀ実施 

մ 事ᚋ調査報告書ࡢ公表ࡢ義務化 報告書ࡢ作成及び送付ࡢみ規定 
 

㸦㸰㸧他自治体を参考導入 

項  目 導入自治体 

ձ 法対象事業係ࡿ 

条例手続ࡢ適用 

事業着手ࠊ事ᚋ調査関係 山梨ࠊ静岡ࠊ岐阜等」6都府県1ࠊ」市 

立入検査ࠊ報告聴取ࠊ勧告・公表 山梨ࠊ静岡ࠊ岐阜等」1都府県11ࠊ市 

ղ 方法書係ࡿ住民意見対すࡿ事業者ࡢ見解ࡢ提出 山形ࠊ山梨୕ࠊ㔜等8府県7ࠊ市 

ճ 事ᚋ調査 

事ᚋ調査計⏬書ࡢ作成ࠊ提出ࠊ公表 東京ࠊ静岡ࠊ石川等重都府県11ࠊ市 

事ᚋ調査報告書等対すࡿ住民意見
 提出ࡢ

神奈川ࠊ山梨ࠊ静岡等6道県7ࠊ市 

 

㸦㸱㸧対象事業の種類、規模の見直し 

項  目 見直し理由等 導入自治体数 

電

気

工

作

物 

ձ太陽光発電所 大規模太陽光発電事業ࡿࡼ環境影響ࡀ懸念 5市※ 

ղ風力発電所 法改正伴い法条例ࡢ対象事業ࡀ同規模 
「7道府県14ࠊ市 
。法同規模以ୖ7ࡣ) 

ճ地熱発電所 法対象規模未満ࡢ地熱発電施設ࡀ増加すࡿ可能性 「5都道府県6ࠊ市 

մ送電線路 周辺県࡛ࡣ対象事業し࡚いࡿこࡀࢁ多い状況 8都県ࠊ「市 

事業ࡢ種類を問わ࡞い大規模
 8市ࠊ対応 15道府県࡞柔軟ࡿ対す大規模開発事業ࡢ種類࡞改変 新たࡢ土地࡞

改変ࡢ土地࡞い大規模࡞種類を問わࡢ事業ࠕ※  造成ࡢ用地ࡢ事業場ࡣ工場又ࠕࠊࠖ 等ࠖし࡚大規模太陽光発電ࡀ対象

 市「1ࠊ6道府県」ࡿࡵ自治体を含ࡿ࡞

 

㸱 条例の改正ࢫケࢪュール 
○ 専門家や市⏫村等ࡢ意見を伺いࠊࡽࡀ࡞ᖹ成「7ᖺ中を目途条例改正を行うࠋ 

○ 環境影響評価技術委員会専門委員会議㸦構成：アセス制度ࡢ専門家ࠊ法ᚊ家ࠊ市⏫村ࡢ代表ࠊ事業者ࡢ

代表㸧を設置し7」ࠊᖺ㸳月～７月委員会を㸱回程度開催し࡚検討を行うࠋ 

資料㸰 


